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１　目　　　　的
　県費に係る給与・旅費及び服務関係の事務処理の適正化を図るため、関係書類を確認し、

指導助言を行う。

２　訪 問 時 期
⑴　８月から10月までの間に実施する。

⑵　その他、指導助言が必要と認められる場合に実施する。

３　訪 　 問 　 校
⑴　臨時職員を含む、採用１年目の事務職員配置校

⑵　事務職員未配置校で教頭が初めて事務を担当する学校

⑶　４年程度の間、学校事務訪問を受けていない事務職員配置校

⑷　その他、必要と認める学校

４　訪 　 問 　 者
　給与・旅費担当者（三八教育事務所）、学務担当者（上北教育事務所）

５　確 認 書 類
⑴　給与関係

ア　給与支給明細書

イ　前渡資金取扱者の預金通帳

ウ　特殊勤務手当支給整理簿（部活動指導に係る校内での報告書等）及び実績報告書

エ　時間外勤務等命令票及び週休日の振替等に伴う時間外勤務手当整理簿並びに時間外勤

務手当支給に関する報告書

オ　通勤手当・住居手当の届及び認定簿並びに報告書

⑵　旅費関係
ア　旅行命令簿及び復命書

イ　旅費請求整理表

⑶　服務関係
ア　出勤簿

イ　勤務時間の割振り表

ウ　修学旅行等の引率に係る勤務時間の割振り変更簿

エ　年次休暇簿

オ　病気休暇・特別休暇簿

カ　週休日の振替等命令簿

キ　代休日の指定簿

ク　履歴カード

ケ　勤務場所を離れて行う研修承認願・確認簿

コ　職務に専念する義務の免除綴

サ　４月１日付け昇給昇格発令通知

シ　学校徴収金会計管理台帳（校内の通帳管理状況が記載されたもの）

ス  経理簿（抽出）

⑷　その他必要な書類

学　校　事　務　訪　問
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令和３年度　学校事務訪問における指導事項（給与関係）

令和３年度　学校事務訪問における指導事項（服務関係）

項　目 指　　　　　導　　　　　事　　　　　項

通 勤 手 当

通勤届　　　届出の理由記入誤り　　６校20件

　

認定簿　　　事実発生日記入誤り　　２校３件

　　　　　　決定事項欄記入誤り　　１校１件

　　　　　　認定誤り（返納） 　　　２校２件

計　11校26件

住 居 手 当

住居届　　　届出の理由記入誤り　　３校３件

　　　　　　添付書類不足（契約書・住民票原本不足）　１校７件

　　　　　　添付書類記入誤り　　　１校１件

　　　　　　提出漏れ　　　　　　　１校１件

認定簿　　　支給開始月記入誤り　　１校１件

計　７校13件

時 間 外 

勤 務 手 当

振替整理簿　振替日記入漏れ　　　　１校１件

　　　　　　作成漏れ　　　　　　　１校２件

　

命令票　　　従事時間記入誤り　　　１校１件

　　　　　　変更後の命令時間記入漏れ　１校１件

計　４校５件

特 　 殊 

勤 務 手 当

整理簿　　　実施時間記入誤り　　　１校１件

計　１校１件

旅 費

旅行命令簿　金額記入漏れ　　　　　１校 5件

　　　　　　通勤手当認定誤りによる通勤調整誤り（追給）　１校１件

　　　　　　復路の走行距離記入漏れ　１校１件

　

出勤簿　　　表示誤り（旅印）　　　 ２校２件

　

復命書　　　旅行年月日記入誤り　　２校２件

計　７校11件

項　目 指　　　　　導　　　　　事　　　　　項

出 勤 簿

・押印漏れがある

・年次休暇の表示漏れがある

・特別休暇の表示漏れがある

年 次 休 暇
・残日数の記入誤りがある

・届出年月日の記入漏れがある

履歴カード ・記入誤りがある（給料・昇給内容）
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令和４年度　学級編制について

１　学級編制基準
　県が定める学級編制基準である、公立小学校及び中学校の１学級の児童生徒数の標準は、

下表のとおりとする。

※１　「２個学年複式学級」とは、引き続く２の学年の児童又は生徒で編制する学級をいい、（ ）

内の数字は、２の学年の間に児童又は生徒の存しない学年がある場合（いわゆる「飛び複

式学級」）のいずれか一方の学年の児童生徒数である。

※２ 「特別支援学級」は、２以上の学年の児童又は生徒の数の合計が８人以下である場合は１

学級に編制する。

⑴　学級は同学年で編制するのが原則であり、できる限り少ない個数の学年で編制し、同学

年の児童生徒数は分割しない。

⑵　児童生徒数が８人を下回っている下の学年から順に編制する。ただし、必ずしも引き続

く学年によることを要しない。

２　県が実施する弾力的な学級編制について
　「単式学級」において、小学校全学年及び中学校１年生は、上記１の表の学級編制基準（以

下「基準」という。）により学年２学級以上の場合、児童生徒数の上限を33人とすることが

できる。

　なお、33人を上限とした場合の学級増は、学年毎に１学級までとする。

学 校 種 別

学級編制の区分
小　　学　　校 中　　学　　校

単 式 学 級

第１～３学年
35

第４学年以上
40

40

２ 個 学 年
複 式 学 級

（※１）

第１学年の児童
を含む場合 ８（４）

８（４）
第１学年の児童
を含まない場合 16（８）

特 別 支 援 学 級
 （※２） ８ ８
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令和４年度　小・中学校教職員配置基準

公立小学校及び中学校の教職員配置基準は、次のとおりとする。

学級数については、県が定める学級編制基準による。

１　校　　　　長
　１校に１人とする。

２　教　　　　員（教頭・教諭）
⑴　次の表のとおり配置する。

　　教員数には教頭を含むものとする。

⑵　特別支援学級（各障害種別）において、担当教員１人当たりの指導児童数が、平均して

６人を超える学校には、１人増配置する。

⑶　指導方法の工夫改善等に積極的に取り組む学校には、学級数及び児童数を勘案し、別途

配置する。

３　養 護 教 諭
⑴　４学級以上の学校に１人とする。

⑵　３学級以下の学校については、児童数、施設、設備、学校保健活動の推進状況等を勘案

し、努めてへき地に重点をおいて配置するものとする。

⑶　児童数が 851 人以上の学校に１人増配置する。

⑷　⑶以外の学校については、児童数及び保健室登校等学校事情を勘案し、１人増配置する。

４　事 務 職 員
⑴　４学級以上の学校に１人とする。

⑵　３学級以下の学校については、次のとおりとする。

ア　児童数が25人以上の学校に１人とする。

イ　中学校が併置されている場合は、児童及び生徒の数が合わせて25人以上の学校に１人

とする。

⑶　27学級以上の学校に１人増配置する。

⑷　要保護及び準要保護児童が100人以上、かつその学校の児童数に対する割合が25／100

以上の場合、児童数及び学校事務処理体制等の事情を勘案し、必要があると認められる学

校に１人増配置する。

⑸　事務の共同実施による事務部門の強化対応を行う学校には、別途配置する。

小 学 校

1

学級数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

教員数 2 3 4 5 6 8 9 10 11 12 13 14 15 16 18

学級数 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

教員数 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 31 32 33 34
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５　栄養教諭・学校栄養職員
⑴　学校給食（給食内容がミルクのみである給食を除く。以下同じ。）を実施する共同調理

場については、次のとおりとする。

ア　児童及び生徒の数が1,500人以下の共同調理場に１人とする。

イ　児童及び生徒の数が1,501人以上6,000人以下の共同調理場に２人とする。

ウ　児童及び生徒の数が6,001人以上の共同調理場に３人とする。

⑵　学校給食の単独実施校については、次のとおりとする。

ア　児童及び生徒の数が550人以上の単独実施校に１人とする。

イ　児童及び生徒の数が550人以上の単独実施校を有しない市町村に１人とする。

　ただし、共同調理場に栄養教諭又は学校栄養職員（以下「栄養教諭等」という。）が

配置される市町村は除く。

ウ　栄養教諭等が配置されていない単独実施校を８校以上有している市町村に１人とす

る。

エ　栄養教諭等が配置されていない単独実施校の児童及び生徒の数が合わせて800人以上

の町村に１人とする。

オ　上記以外の単独実施校については、児童及び生徒の数及び学校数等を勘案し配置する。

⑶　児童の食に関する指導に積極的に取り組む学校には、児童数等を勘案し、１人増配置す

る。

⑷　児童の食に関する指導体制の整備に積極的に取り組む市町村には、取組状況等を勘案し、

上記⑴～⑶の人数の範囲内で、栄養教諭を配置する。

 

１　校　　　　長
　１校に１人とする。

　ただし、小学校が併置されている場合は、小学校の校長が兼務するものとする。

２　教　　　　員（教頭・教諭）
⑴　次の表のとおり配置する。

　　教員数には教頭を含むものとする。

⑵　特別支援学級（各障害種別）において、担当教員１人当たりの指導生徒数が、平均して

６人を超える学校には、１人増配置する。

⑶　学校規模が14学級以上の上記教員数には、生徒指導専任教諭１人を含むものとする。

⑷　指導方法の工夫改善等に積極的に取り組む学校には、学級数及び生徒数を勘案し、別途

配置する。

   

中 学 校

学級数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

教員数 3 5 7 8 10 11 12 13 15 17 18 19 20 22 24

学級数 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

教員数 25 27 29 30 32 33 35 36 37 39 40 42 43 45 47
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３　養　護　教　諭
⑴　４学級以上の学校に１人とする。

⑵　３学級以下の学校については、生徒数、施設、設備、学校保健活動の推進状況等を勘案

し、努めてへき地に重点をおいて配置するものとする。

⑶　生徒数が801人以上の学校に１人増配置する。

⑷　⑶以外の学校については、生徒数及び保健室登校等学校事情を勘案し、１人増配置する。

⑸　小学校が併置されている場合は、小学校の養護教諭が兼務するものとする。

　ただし、⑴又は⑵を満たし、かつ、小学校に配置がない場合、中学校に１人とし、小学

校の養護教諭を兼務するものとする。

４　事　務　職　員
⑴　４学級以上の学校に１人とする。

⑵　３学級以下の学校については、生徒数25人以上の学校に１人とする。

⑶　21学級以上の学校に１人増配置する。

⑷　要保護及び準要保護生徒が100人以上、かつその学校の生徒数に対する割合が25／100

以上の場合、生徒数及び学校事務処理体制等の事情を勘案し、必要があると認められる学

校に１人増配置する。

⑸　事務の共同実施による事務部門の強化対応を行う学校には、別途配置する。

⑹　小学校が併置されている場合は、小学校の事務職員が兼務するものとする。ただし、⑴
又は⑵を満たし、かつ、小学校に配置がない場合、中学校に１人とし、小学校の事務職員

を兼務するものとする。

５　栄養教諭・学校栄養職員
　小学校に同じ。

　弾力的な学級編制に係る教職員の配置については、次のとおりとする。

１　県が実施する弾力的な学級編制による学級増については、上記1の学級数には含まず、

教職員の配置については、１学級増につき教諭又は講師１人とする。

２　市町村が独自に実施する弾力的な学級編制による学級増については、県費負担教職員の

配置は行わないため、授業時間数の増加などによって現有の教員に著しい負担を課すこと

のないよう、実施市町村において適切に措置すること。

　併置又は併設型の小中一貫教育推進校においては、指導計画や教育環境の整備状況及び学

校規模等の学校事情を勘案し、協議の上、上記1によらない教職員の配置をすることができ

るものとする。

2

3



学務関係提出書類一覧（参考）
項　　目 区　　分 条　　件

提　　出　　書　　類
根拠法令等

職員（⇨校長） 校長（⇨地教委） 地教委（⇨教育事務所）

1 採 用
採 用 前 採用願・調書等（直接、事務所へ） 県費負担教職員の採用について（内申） 地教行法38

採 用 後 （赴任延期届）・履歴書・服務の宣誓書 一般の鑑 服規2､3・技基2

2 履歴事項の異動

氏 名・ 本 籍 履歴事項異動届・戸籍抄本 一般の鑑 履歴事項異動報告書 服規27

学 歴・ 免 許 履歴事項異動届・卒業証明書・免許状の写し 　 〃 　 〃 　〃

現住所・その他 履歴事項異動届・証明書 　 〃  　〃 　〃

3 職 専 免

研 修 等 教員免許更新講習含む 職専免願（第14号）・必要な証明書 職専免具申書（第16号） 服規15・技基8

ス ク ー リ ン グ 30日以内 職専免願・受講証明書の写し 　 〃 　〃

適 法 な 交 渉 職専免願（第15号） 　 〃 　〃

承 認 研 修 勤務場所を離れて行う研修承認願・確認簿
平成14年6月21日付
け青教義第421号

4 介 護 休 暇
請 求 ６月の範囲内 証明書等

休暇報告書・勤務時間割振り表・
介護休暇簿の写し

休暇報告書 勤規14､19

延長・途中変更 　 〃 　 〃 休暇報告書・介護休暇簿の写し 休暇報告書 　〃

5 介 護 時 間 請 求
３年の期間内 
１日につき２時間以内

証明書等
休暇報告書・勤務時間割振り表・
介護時間に係る休暇簿の写し

休暇報告書 勤規19

6 欠 勤

介 護 欠 勤
30日（介護休暇に引き
続き）

欠勤届・証明書等・介護休暇簿の写し
職員の欠勤報告・勤務時間割振り
表・介護休暇簿の写し

県費負担教職員の欠勤について 給条12

そ の 他 欠勤届・証明書等
職員の欠勤報告・勤務時間割振り
表等

　 〃 　〃

7
特 別 休 暇
（ 出 産 ）

産 前
８週間 
（多胎14週間）

証明書等 休暇報告書 休暇報告書 勤規12､18・取規7

産 後 ８週間 証明書等 　 〃 　 〃 　〃

8 育 児 休 業 等

請 求（ 育 休 ）子が３歳になるまで 育児休業承認請求書・証明書 育児休業等具申書 育児休業等内申書 育規2

請 求（ 育 短 ）
子が小学校就学の始期
に達するまで

育児短時間勤務承認請求書・証明書 育児休業等具申書 育児休業等内申書 育規5

請 求（ 部 休 ）
子が小学校就学の始期
に達するまで

部分休業承認請求書・証明書 育規8

期間延長（育休）原則として１回 育児休業承認請求書・証明書 育児休業等具申書 育児休業等内申書 育規3

期間延長（育短） 育児短時間勤務承認請求書・証明書 育児休業等具申書 育児休業等内申書 育規6

失 効 産前休暇、休職・停職 証明書等 休暇報告書等 休暇報告書等 育法5

取 消
養育状況等の変更
（子が死亡、職員の子
でなくなった等）

養育状況変更届 職員の出勤について（報告） 職員の出勤について（内申） 育規4

9
　
病
　
気
　
休
　
暇

結 核 性 疾 患

願 い 出 180日以内 結核性疾患精密検査証明書 休暇報告書 休暇報告書
勤規11①
取規3①､7

期 間 延 長 　 〃 　 〃 　 〃
勤規11①
取規3①､6①､7

経 過 報 告 30日毎 結核性疾患経過報告書 結核性疾患経過報告書 結核性疾患経過報告書 取規4①

出 勤 ７日前までに提出 病状報告書・結核性疾患精密検査証明書 職員の出勤について（副申） 県費負担教職員の出勤について 取規5①

一 般 傷 病

願 い 出 180日以内 診断書等 休暇報告書 休暇報告書 勤規11②､取規7

期 間 延 長 　 〃 　 〃 　 〃 　〃

経 過 報 告 30日毎 経過報告書 経過報告書 経過報告書 取規4①

出 勤 ７日前までに提出 病状報告書・精密検査証明書 職員の出勤について（副申） 県費負担教職員の出勤について 取規5①

精 神 性 疾 患

願 い 出 180日以内 診断書等
休暇報告書
精神性疾患観察報告書

休暇報告書
勤規11②・取規7・
服規14①

期 間 延 長 　 〃 　 〃 　 〃
勤規11②・取規7・
服規14①

経 過 報 告 30日毎 経過報告書
経過報告書・
精神性疾患経過観察報告書

経過報告書 取規4①

出 勤 ７日前までに提出 病状報告書・精神性疾患精密検査証明書
職員の出勤について（副申）
精神性疾患経過観察報告書

県費負担教職員の出勤について 取規5①・服規14②

10 休 職

願 い 出 ３年以内

休職願
一般傷病：精密検査証明書
精神性疾患：精神性疾患精密検査証明書
結核性疾患：結核性疾患精密検査証明書

職員の休職について（副申）
精神性疾患：精神性疾患観察報告
書

職員の休職について（内申） 取規3②・服規14①

期 間 延 長

休職期間延長願
一般傷病：精密検査証明書
精神性疾患：精神性疾患精密検査証明書
結核性疾患：結核性疾患精密検査証明書

職員の休職期間の延長について
（副申）
精神性疾患：精神性疾患観察報告
書

職員の休職期間の延長について（内申）
取規3②､6②・
服規14①

経 過 報 告
90日毎（心身） 経過報告書

経過報告書
精神性疾患：精神性疾患経過観察
報告書

経過報告書 取規4②

　〃　 （結核） 結核性疾患経過報告書 結核性疾患経過報告書 結核性疾患経過報告書 　〃

復 職 県教育長に30日前

病状報告書
一般傷病：精密検査証明書
精神性疾患：精神性疾患精密検査証明書
結核性疾患：結核性疾患精密検査証明書

職員の復職について（副申）
精神性疾患：精神性疾患経過観察
報告書

職員の復職について（内申） 取規5②・服規14①

11 職 員 の 事 故 等
必要により顛末書・見取図・示談書・診断書・
事故証明書写・運転記録証明書等

事故報告書 職員の事故報告 服規28・技基14

12 退 職

普 通 辞職願・履歴書（写） 職員の退職について（具申）
職員の退職について（内申）
履歴書への教育長の奥書証明

服規6

勧 奨
辞職願・履歴書（写）
退職勧奨に関する事情書

職員の退職について（具申）
職員の退職について（内申）
履歴書への教育長の奥書証明

　〃

定 年 満60歳の年度末 （退職の報告） 退職の報告 定条2

死 亡
死亡診断書（原本）
履歴書（写）
戸籍抄本（原本）

職員の退職について（具申）
職員の退職について（内申）
履歴書への教育長の奥書証明

服規6

退 職 手 当
退職手当請求書・履歴書（写）
再就職に関する申立書
退職所得に関する申告書

一般の鑑
直接上北教育事務所へ提出

退条

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律・・・・・・・・・・・・・・・・地教行法

・県費負担教職員の服務の監督勤務時間等に関する技術的な基準・・・・・・・技基

・○○市町村立小学校及び中学校の職員の服務等に関する規程案・・・・・・・服規

・学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則・・・・・・・・・・・・・・・・取規

・地方公務員の育児休業等に関する法律・・・・・・・・・・・・・・・・・・育法

・学校職員の育児休業に関する規則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・育規

・職員の勤務時間、休日及び休暇（人事委員会規則 13 －８） ・・・・・・・・・勤規

・職員の給与に関する条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・給条

・職員の定年等に関する条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定条

・職員の退職手当に関する条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・退条

注１．地教委への提出に当たっては、職員より提出された書類の写しを添付すること。また、教育事務所への提出に当たっては、学校長より提出された書類の写しを添付すること。

注２．育児休業、休職及び退職関係の添付書類は原本を教育事務所に提出すること。（出生届出済証明書等写しを可としている書類を除く。）

注３．市町村教育委員会により、提出書類に差異の生じることがあること。
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